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1. 検討の背景・経緯
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専門調査会検討について

①災害対策基本法上の「避難」の考え方

・垂直避難・屋内避難の位置付け

・避難所避難の考え方（立退き避難）

・避難準備情報、自主避難の位置付け

・避難勧告と指示の違い（第60条）、警戒区域の設定（第63条）

②避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

③避難勧告等の発令基準

・災害別・規模別の具体的な発令基準の検討（大雨、津波）

・ハザードマップの作成

①ハザードに対応した適切な避難場所

・災害別･規模別の適切な避難場所の設定（大雨、津波）

・求められる機能の整理

②避難所をめぐる課題への対応

・民間施設の活用

・災害時要援護者対策

①災害対応職員の災害対応能力の向上
・組織的な災害対応能力向上、標準的な機能

・訓練・研修、プログラム

①わかりやすい防災・災害情報

・市町村・住民にとって避難に有効なわかりやすい
防災・災害情報

②防災・災害情報の伝達手段

・多様な伝達手段の活用

・効率的な情報共有

・災害時要援護者対策

（４） 防災・災害情報

（２） 避難所

（３） 避難情報発令のための態勢整備

（１） 避難の考え方の明確化

第３回

第４回

第５回

第７回
今回
第６回



2004年
（平成16年）

避難に関するこれまでの国の取組（平成16年以降）

2005年
（平成17年）

平成16年の一連の風水害

平成２０年 大雨による災害発生
7月28日からの大雨（石川県金沢市）

平成20年８月末豪雨（愛知県岡崎市）

平成２１年 大雨による災害発生 平成21年７月中国・九州北部豪雨（山口県防府市）

平成21年台風第９号（兵庫県佐用町など）

大雨災害における避難のあり方等検討会（平成22年３月報告書とりまとめ）

2009年
（平成21年）

2010年
（平成22年）

中央防災会議「災害時の避難に関する専門調査会」（５回開催）

集中豪雨・台風等により、新潟県、福島県、福井県
などを中心に死者･行方不明者が232名、水害被害
額が過去最大となるなど、甚大な被害が発生

現在に至る

2008年
（平成20年）

避難勧告等の判断･伝達マニュアル作成ガイドラインの策定（内閣府・消防庁）

平成２３年 大雨による災害発生

平成23年７月新潟・福島豪雨

平成23年９月台風第１２号

平成23年９月台風第１５号

4出典：災害時の避難に関する専門調査会（第１回）資料２より作成
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① 避難すべき区域の特定

② 避難勧告等の発令の判断基準（具体的な考え方）

＊ 避難準備情報、避難勧告、避難指示について類型化
③ 避難勧告等の伝達方法など

避難勧告等の判断･伝達マニュアル作成ガイドライン

当時の検討では、最近増加傾向にある局地的大雨（いわゆる「ゲリラ豪雨」）は、
強く意識されていたか？

市町村が『避難勧告等の基準』を作成するための手引きポイント１

住民への適切な避難行動の提示

① 避難のあり方の基本的考え方

○ 真に切迫した状況では、生命を守るための最低限の行動の選択

※ 計画された避難場所等に避難することが必ずしも適切ではなく、事態の切迫し
た状況等に応じて自宅や隣接建物の２階等に避難することもある。

ポイント２

② 災害発生時における避難の留意事項

１） 水害（外水・内水）、高潮災害

２） 土砂災害

市町村向けのガイドラインとしての性格が強く、「自助」、「共助」のための住民
向けのガイドラインとはなっていなかった？

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第１回）資料２より作成
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大雨災害における避難のあり方等検討会報告書（平成22年3月）

○ 状況に応じた適切な避難行動が選択されなかった
ことによる被災事例の教訓

① 被害発生予想が可能となる情報収集
② 地域特性に応じた早期避難
③ 冠水時等の屋外移動の回避
④ 垂直避難（２階への一時的な避難など）

第１章 避難行動の実態と課題 ⇒ 住民に求められる避難行動

2.1 避難勧告等の発令態勢

○ 災害時に対応した体制･機能の確保
○ 災害発生時の標準的な業務手順（フローチャート）
○ 具体的な発令基準の策定（ハザード別）
○ 早期の発令
○ 発令対象範囲等の事前設定

○ 多様な主体への情報伝達（車の利用者・観光客）
○ 効果的な情報伝達（わかりやすい防災･災害情報）

○ 啓発活動の推進
○ ハザードマップの策定・周知

○ 避難勧告等の発令基準の策定促進
○ わかりやすい気象情報の提供
○ 土砂災害や内水・中小河川のはん濫対策
○ 災害時要援護者対策 等

○ わかりやすい防災・災害情報の提供
○ ハザードマップ作成支援等市町村の取組支援
○ 防災リテラシーの涵養
○ 防災リテラシー向上のための放送事業者との連携

第２章 市町村の取るべき対応 第３章 国・都道府県に求められる対応

3.1 近年の国の取組

2.2 防災･災害情報の伝達

2.3 住民の防災リテラシーの向上

3.2 国・都道府県に求められる対応

1.1 大雨災害時の避難の実態 1.2 適切な避難行動の実現

主体別にとるべき対応を整理

国として今後引き続き検討していくべき事項を４項目に整理

専門調査会で議論。

ポイント１

ポイント２

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第１回）資料２より作成
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２．第１回～第５回の検討内容
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１．最近の災害の動向
２．避難に関する諸制度の経緯と取組
３．検討課題（案）
（１）避難の考え方の明確化
（２）避難所
（３）避難情報発令のための態勢整備
（４）防災・災害情報

専門調査会（第１回）検討課題

テーマ これまでの経緯と今後の検討課題等の説明

専門調査会における検討項目等について、自由に意見交
換を行った。
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専門調査会（第２回）検討課題

複数の委員から最近の大雨の動向や被災事例について

発表いただき、意見交換を行った。

テーマ 委員等からのヒアリング

○最近の局地的大雨の動向及び被災事例の特徴等について

牛山素行（静岡大学防災総合センター）
山田聖一（兵庫県佐用町復興担当理事）
宇田川真之（人と防災未来センター研究部）
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専門調査会（第３回）検討課題

テーマ 避難の考え方の明確化①

○避難の用例の整理

○空間軸・時間軸・避難先による整理

○ハザード別・規模別・状況別・属性別住民の行
動のあり方
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避難の用例の整理

災害対策基本法立法時から約５０年が経過し、社会背景が大きく
変化しているが、市町村長の避難の指示等は「避難所への立ち
退き避難」を前提としたまま変化していない。

各法律における「避難」の態様は、立退き避難型と屋内避難型と
に分類できる。

地域防災計画上の「避難」に関する記載では、時間的な意味、場
所的意味、避難所の性格を考慮していることがうかがえる。

避難に関する国の指導等においては多様な「避難」の態様が提
唱されている。

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第３回）資料２
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空間軸・時間軸・避難先による整理

安全確保
行動

避難場所の例 説明

屋内 屋外

待避
自宅などの
居場所

安全を確保
できる場所

自宅などの居場所や安全を確保でき
る場所に留まること

垂直移動
自宅の２階、
居住建物
の高層階

切迫した状況において、屋内の２階
以上に避難すること

水平移動

（一時的）

避難所

知人宅など

公園・広場

高台・高所

その場を立ち退き、近隣の少しでも安
全な場所に一時的に避難すること

水平移動

（長期的）

避難所

知人宅など

住居地と異なる場所での生活を前提
とし、指定避難所などに長期間避難
をすること

安全確保行動としての避難の考え方

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第３回）資料２
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ハザード別・ 規模別・ 状況別・属性別 適切な避難の方法論

上記の４つの行動パターンをハザードの種類、その規模、個人
の置かれた状況、個々人の属性等に応じて使い分けていくべ
きではないか。

安全確保行動として４つの行動パターンに整理
○ 待避
○ 垂直移動
○ 水平移動（一時的）
○ 水平移動（長期的）

これまでに整理された「避難」の考え方

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第３回）資料２
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専門調査会（第４回）検討課題

テーマ 避難の考え方の明確化②

○自治体における自然災害の危機管理（見附市報告）

○避難指示と避難勧告の使い分けについて

○避難準備情報の位置付けについて

○避難勧告等の発令と避難所開設の関係性について
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避難指示と避難勧告の使い分けについて

案A 避難指示と避難勧告を一体化してはどうか。
案B 基本は避難勧告とし、避難指示発令の運用を実態に即したも

の（発令権限を現場職員等に委任する等）に改善してはどうか。

現状・課題

○「指示」は「勧告」に比較し急を要する場合に用いられ拘束力も強いが、あく
まで相対的なものであり、明確な判断基準はない。

○避難指示と避難勧告の判断基準を明確に分けることは難しく、市町村にお
ける的確な運用が困難な場合がある。

○「避難勧告」を中心に運用されている。

○ハザードにより勧告の出し方には違いがある。

○市町村の発令に対する住民の期待は高いが、「指示」と「勧告」の違いを認
識していない住民が多い。

議論のポイント

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第４回）資料２
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避難準備情報の位置付けについて

○ 市町村が避難準備情報発令に当たっての総合的な判断に資する連携先や
各種情報を具体的に把握しておく必要があるのではないか。

○ 市町村が県や国の出先機関と連携し、広域的な観点から発表される各種警
報等と連動して避難準備情報を発令できるようにする必要があるのではない
か。

○ 避難準備情報を的確に周知徹底することが必要ではないか。

現状・課題

○避難準備情報の発令基準の参考情報は示されているが、基準策定の自由
度は高く、市町村長の総合的な判断に委ねられている。

○大雨の降り方によっては、避難準備情報の発令が間に合わない場合があ
る。

○避難準備情報は「要援護者の避難開始」、「支援者の支援活動開始」、「そ
れ以外の人の避難準備開始」と３つの行動を住民に期待しているが、それ
ぞれの趣旨を反映した運用がされているか懸念がある。

議論のポイント

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第４回）資料２
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避難勧告・指示の発令と避難所開設の関係性について

現状・課題

○市町村においては、避難勧告・指示に当たって、避難所開設を必要条件とす
る傾向があると思われる。

○市町村の担当者にとって避難所の準備には多大な負荷が伴う。

○避難所開設が間に合わない。準備が整わないなどの理由で、避難勧告・指
示の発令を躊躇することがある。

議論のポイント

案Ａ 避難勧告・指示発令の前提条件として避難所を必ず開設
する。

案Ｂ 避難所開設状況に関わらず、必要に応じ避難勧告等を発
令すべき。

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第４回）資料２
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専門調査会（第５回）検討課題

テーマ 避難の考え方の明確化③、避難所

○避難勧告等の発令基準
・市町村による避難勧告等の発令基準について
・各種警報等と連動した避難準備情報の発令について
・住民の安全確保行動の判断目安となるハザードマップについて

○避難所
・避難所の現状と課題
・対応の方向性
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災害発生から住民の安全確保行動までの流れ

住民の安全確保行動までを考えるに当たって、①市町村の避難勧告等の
「発令の判断基準」と②住民の安全確保行動のための「判断目安」の２つ
の視点が重要である。

○避難勧告等やハザードマップを検討するに当たって、住民の安全確保
行動との整理が必要

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１より作成
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地域の実情に即した市町村の発令基準の策定に向けて

○各種警報や観測された情報の意味と、それら情報の
使い方の具体例を示す必要があるのではないか

○策定のプロセス（策定に参画すべき専門家等も含む）
の具体例を示す必要があるのではないか

○策定に当たっては、各種警報や観測情報の発令を行
う立場の国や県の関係機関が関与することが必要で
はないか

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１
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各種警報等と連動した避難準備情報の発令に向けて

適切な避難準備情報等の発令には、広域的な観点から
判断することが必要。

しかし、広域的な観点からの情報は市町村のみでは得ら
れない。

○広域的な観点から発令される気象情報や河川情報
を避難準備情報の発令と連動することにより市町村
の負担が減るのではないか

○連動させる場合、どの情報と連動させるのがよいか

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１
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どのような
安全確保行動
をとるべきか

安全確保行動の指針となるハザードマップの考え方

住民の適切な安全確保行動につなげるためには、ハザードマッ
プ等の避難に関する事前情報と各種観測情報等のリアルタイ
ムに変化する情報を結びつけることが重要である。

リアルタイムに変化する情報

○各種警報

○避難勧告等

○ハザードの状況

・水位、浸水状況、降雨量

避難に関する事前情報

○ハザードの理解

○置かれた状況の理解

○避難情報・警報等の理解

○適切な避難先の理解

○避難のタイミングの理解

○避難時の留意点の理解

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１



30

災害発生から避難先までの行動の流れ

災害発生から避難先までの行動の流れの一例

安全確保行動の４つのパターンに応じて避難先を考えていく必要
があるのではないか

適切な
避難先へ

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１
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避難先議論展開のポイント

○避難先は「退避先（Ｅｖａｃｕａｔｉｏｎ）」と「避難所（Ｓｈｅｌｔｅｒｉｎｇ）に
分ける必要があるのではないか

○「退避先」と「避難所」をハザード別・規模別・状況別・属性別に
考える必要があるのではないか

○市町村がこれら全てを設定し、住民を誘導するのは現実的に
は困難である

○公助に基づく地方公共団体による避難所設置の実態を踏まえ
た上で、住民は自助・共助の精神のもと、安全確保の観点から、
ハザード別・規模別・状況別・属性別に応じて逃げるべき避難
先（退避先・避難所）を予め決めておく必要があるのではないか。
ただし、その際には専門家を交えて検討することが望ましい。

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１
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避難先

避難所
Sheltering

退避先
Evacuation

「退避先」と「避難所」の概念整理

安全確保行動のうち

「待避」、「垂直移動」、「水平移動
（一時的）」の目的先である場所・
施設

退避先の例

・自宅、屋内の２階以上、公園・広場など
近隣の安全な場所等

安全確保行動のうち

「水平移動（長期的）」の目的先で
ある場所・施設

避難所の例
・生活を前提とした指定避難所等

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１
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安全確保行動との関係性

安全確保
行動

避難先の例 説明

屋内 屋外

待避
自宅などの
居場所

安全を確保
できる場所

自宅などの居場所や安全を確保でき
る場所に留まること

垂直移動
自宅の２階、
居住建物
の高層階

切迫した状況において、屋内の２階
以上に避難すること

水平移動

（一時的）

避難所

知人宅など

公園・広場

高台・高所

その場を立ち退き、近隣の少しでも
安全な場所に一時的に避難すること

水平移動

（長期的）

避難所

知人宅など

住居地と異なる場所での生活を前提
とし、指定避難所などに長期間避難
をすること

退
避
先

避
難
所

※ 避難先の例は、あくまでも例であり、安全確保行動に対応して、一つの避難先が決まるわけではない
（例：待避であっても、避難先が自宅の２階の場合がある）

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１
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適切な避難に当たっては、ハザード別、規模別、状況別、
属性別に、住民が事前に避難先を決めておく必要があ
る。

水害
局所・短時間
（大雨災害）

待避

垂直移動

水平移動
（一時的）

切迫した状況

原則

移動困難者

～適切な安全確保行動と避難先の選択整理イメージ～

住民の避難先選択の考え方

公的避難所
知人宅など

自宅の２階、居住
建物の高層階

自宅などの
居場所

避難所

待避先

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第５回）資料１
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「災害時の避難に関する専門調査会」の検討の進め方（第1回開催時）

１．専門調査会の設置の背景・目的、検討の進め方

○最近の災害の動向
○避難に関する諸制度の経緯
○これまでの取組検討課題（案）

２．課題の抽出、調査･ヒアリング、対応策の検討

１）避難の考え方の明確化
① 災害対策基本法上の「避難」の考え方
② 避難勧告等の発令と避難所設置の関係性
③ 避難勧告等の発令基準
（２）避難所
① ハザードに対応した適切な避難場所
② 避難所をめぐる課題への対応
（３）避難情報発令のための態勢整備
① 災害対応職員の災害対応能力の向上
（４）防災･災害情報
① わかりやすい防災･災害情報
② 防災・災害情報の伝達手段

検討を踏まえ、課題に対応した報告書を取りまとめる。（審議状況に応じ随時）

３．報告書とりまとめ

津波防災に関する
ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ設置

＜津波の現象・被害の整理＞

＜津波避難に有効な対策の
あり方の検討＞

＜津波対策のあり方
について取りまとめ＞

報告

出典：災害時の避難に関する専門調査会（第１回）資料３より作成
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３．津波WG
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津波から身を守るために、津波被害の最小化に主眼を置き、津波から迅速かつ確実な避難を実
現するための体制整備やルールづくりを目指す。

• 発災時に避難行動を促すための情報のあり方（津波警報等の改善、避難指示等の発令について）
• 自然現象の不確実性や現在の予測技術の精度を踏まえたリスクコミュニケーション
• 避難に有効に活用されるためのハザードマップのあり方（ハザードマップで伝えるべき事項や津波警報との融合）
• 津波てんでんこと家族等の安否確認のあり方

• 情報の発信者から受け手までの一連の情報伝達のあり方
• 発災時の状況（停電の発生等）を踏まえた確実な情報の伝達手段
• 対象別（住民、車両、船舶、海岸利用者（海水浴客）等）の情報伝達手段のあり方

• 津波の特徴を踏まえた避難支援者の行
動ルールの策定や災害時要援護者の
避難支援のあり方

• 自動車避難をせざるを得ないケースの整理（近くに避
難先がないなどの地域性、災害時要援護者の存在、
走行中の車両の扱いなど）

• 安全・確実な自動車避難のために必要な対策
• 各地域の自動車避難の検討に資するためのポイント・
留意点の整理

• 地域の状況を考慮し、地域で検討する場の整備

• 短時間で避難を可能にするための備え
• 地域性（急傾斜地や平野部、都市部や地方集落）を考慮した防災対策のあり方
• 地域の状況を考慮し、地域で検討する場の整備

防
災
意
識
の
向
上

出典：災害時の避難に関する専門調査会 津波防災に関するワーキンググループ（第２回）資料２－１



40出典：災害時の避難に関する専門調査会 津波防災に関するワーキンググループ（第２回）資料１
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